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高齢者の居場所作り事業に関する検討 : 網走市高
齢者ふれあいの家をもとに







































































































































































年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
設置
新規 1 3 1 1 2 3 1 1 0 0 0 0





56 202 280 337 413 551 591 731 673 681 740 706
延利用
者数
238 3,126 5,007 6,599 8,247 10,526 13,412 16,053 16,915 16,944 16,751 17,122
ボランティア
数






















































48 35 6 17.1% 1,201 25.0 71.4% 13






































自主活動 43 26 10 38.5% 595 13.8 53.1% 34




自主活動 48 81 23 28.4% 1,644 34.3 42.3% 38













時刻 活動内容 時刻 活動内容
10:00 ボランティアの挨拶 10:00 体操
10:10 体操 10:10 ボランティアの挨拶
10:15 指遊び 10:15 自由時間
10:30 ゲーム ・歓談
10:45 歌と発声練習 ・麻雀
11:00 おやつ 11:30 昼食
11:15 ゲーム 12:30 自由時間
12:00 昼食 ・カラオケ
13:00 ビンゴ ・麻雀
































































































































































































自治会や町内会 老人クラブ 介護予防事業 スポーツ ボランティア 趣味のサークル その他
65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳 85歳以上 全体
③組織への参加







よい まあよい ふつう あまりよくない よくない
①主観的健康感
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　　　　４　事業がもたらしうる帰結
　⑴　外出機会の創出による閉じこもりの防止
　前節で示した調査結果では，参加者の８割近くが週２～３日以上外出していることが示されてい
た。そして，それら外出のうち少なくとも１回はふれあいの家に参加するための外出だと考えられ
る。このことから，ふれあいの家が日中活動の居場所として，閉じこもりを防止する役割を担いう
るものと見ることができるだろう。
　さらに，ふれあいの家という場所があるだけでなく，そこに一緒に過ごす親しい仲間がいること
で，外出への動機付けはさらに促進されるのだと考えられる。病気やけがなどで一時的に参加でき
なくなったとしても，ふれあいの家の友人知人からの働きかけにより，参加が復活したという事例
がある。ある80歳代の女性は，白内障の手術で入院し，しばらく参加しないでいたところ，ふれ
あいの家の友人が一緒に行こうと家まで誘いに来てくれて，久しぶりに参加するようになったとい
う話を聞かせてくれた。
　ただし参加者の大部分が女性であり，一般に社会的孤立が危惧される男性の単身高齢者があまり
来ていないことを考えると，最も孤立リスクの高い人への対策となっていない印象は否めない。国
立社会保障・人口問題研究所が2013年７月に発表した「生活と支え合いに関する調査」では，65
歳以上の単身世帯男性の16.7％が２週間に１回以下しか会話をしないと答えている。ふれあいの
家では，麻雀やパークゴルフなどを行う自主活動型の団体のほうが，男性の参加率が高いようであっ
た。大久保他（2005）によれば，サロンには概して男性が集まらない傾向があり，知識を得たり，
生産活動を行ったりという明確な目的意識を持った活動が男性に好まれるという。既存のふれあい
の家が男性のニーズに応えきれていないのだとしたら，それに応える場作りも検討する必要がある
だろう。
　⑵　新たなネットワーク形成による地域組織の重層化
　地域住民グループ育成による新たな組織づくりがなされたことで，自治会や老人クラブとは異な
る新たな地域活動の基盤が創設された。しかし，ふれあいの家は，従来型の地域組織から完全に独
立しているわけではない。民生委員や自治会長などの地域のキーパーソンがボランティアや利用者
として，ふれあいの家に参加している事例が大半を占めている。調査結果からも，自治会や老人ク
ラブの加入率が高いことが示されていた。
　また，ふれあいの家の多くが会場としているコミュニティセンターは，各地区の地元住民によっ
て構成される「運営委員会」が指定管理者となっている。コミュニティセンターで定期的に開催さ
れる活動として，施設稼働率の向上にも貢献しており，運営委員会のメンバーや元メンバーが，ふ
れあいの家にボランティアとして参画しているケースもいくつかある。自治会以外で地域に存在す
る多様な組織のネットワークが，ふれあいの家と関わりを持ちつつ併存している実態がある。
　こうしたことから，ふれあいの家事業は，自治会や老人クラブなど既存の地域ネットワークを代
替するものではなく，紐帯の細い編み目を密にし，重なりを厚くするものだと見なすことができる。
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事業開始前の自治会等の状況は定かではないが，ふれあいの家ができたことによって，もとからの
社会的紐帯が重層化されたといえるのではないだろうか。
　参加して良かったこととして，「友人知人の増加」を挙げた者が多かったのは，もともとある程
度の友人知人のいる人が，ふれあいの家に通うことで，さらにネットワークの輪を広げているので
はないかと推察される。ふれあいの家の参加者に行った聞き取り調査でも，小中学校の同窓生や職
場の元同僚とふれあいの家で再会したという者や，近所で見かけるが話したことがなかった相手と
知り合いになったなどの事例があった。これらの事例は，既存の地域組織があるだけでは維持する
ことができない関係性，希薄化している地域の社会的紐帯が，ふれあいの家によって活性化される
可能性を示唆している。
　さらに，ふれあいの家の住民グループには，祭りの際に出店するなどの地域活動にも参加し，そ
こから得られる収入を原資として，旅行やイベント開催など多様な活動を行っている団体もある。
これからの高齢者によるボランティア活動の在り方として，行政の補助金や委託に頼るだけではな
く，自ら資金を調達する手段を獲得し，社会的役割を拡張していく方向性の萌芽と見ることもでき
るかもしれない。
　一般に日本人の家庭外での人付き合いの仕方は，諸外国に比べると，弱い紐帯を中心として，儀
礼的である傾向が見られるという。反対に身近な家族に対する依存度は高く，そのため配偶者など
家族を失った場合には，社会参加の機会が大きく失われる可能性があることが指摘されている（稲
葉・藤原2013：10-11）。ふれあいの家という居場所が，そのようなリスクへの備えとして，弱い
紐帯の数を増やすのだとしたら，その意義は大きい。
　⑶　事業への期待と実際
　一方，網走市の資料によれば，ふれあいの家に期待する効果として，①介護予防と生きがいづく
り，②高齢者の安否確認，③地域の連携の強化，④医療費等の削減が図られるという４点が挙げら
れていた（網走市福祉部2007）。
　これらのうち「介護予防と生きがいづくり」は，少なくとも外出機会を創出し，閉じこもりを防
ぐという面で効果があったと考えられる。また，参加して良かったことに関する自由回答も，ふれ
あいの家が生きがいの１つになっていることを示していた。
　２点目の「高齢者の安否確認」では，日常の状況と災害時などの確認が期待されているとのこと
であったが，ふれあいの家だけで，どこまでが実現されたのかは定かではない。ボランティアには
民生委員や自治会の役員として，地域の高齢者の安否確認を行っている者もいることから，ふれあ
いの家がそれらとどのように関わっているのかを，もう少し詳しく調べる必要があるだろう。
　３点目の「地域の連携の強化」は，ふれあいの家という新しい場が創設され，地域の人々が顔を
合わせる機会が増えたという意味において，ある程度は達成されたと見ることができるのではない
か。ボランティアに関わる民生委員や自治会役員が多いこともあり，地域の他組織との連絡・連携
は緊密になったと考えられる。
　４点目の「医療費等の削減」が図られるかどうかは明らかではない。医療機関の受診経験のある
者は一定の割合いるものの，主観的健康感が「よくない」または「あまりよくない」人の割合は少
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なく，おそらく多くの参加者の生活の質は良いのだろうと推測できる。いずれにせよ，これらは間
接的なデータであり，医療費等の削減については更なる調査が必要となろう。
　生活の質を保つという意味では，ふれあいの家によって，健康が多少損なわれても，変わらず顔
なじみの近隣住民の輪に参加し続けることを実現する場が提供されているとも捉えられる。たとえ
ば，認知症を発症しているが，ふれあいの家に通い続けている者もいる。その人はふれあいの家を
通じて，昔からの仲間や近隣住民とも交流が保たれており，ボランティア団体が表彰されることに
なった際には，表彰式にも皆で誘い合って出席するとの話であった。この事例からふれあいの家は，
いつまでも安心して暮らし続けることのできる地域であるという安心感を，すべての参加者に与え
る存在である可能性が示唆されているといえよう。
　　　　おわりに
　本研究を通じた居場所作り事業の枠組みの検討から，ふれあいの家は閉じこもりの防止，地域組
織の設立による社会的紐帯の活性化に資する要素を内在することが浮き彫りになった。今回示した
調査結果だけでは，事業の効果にまつわる因果関係の判断はできないが，実態として参加者の外出
頻度が比較的高く保たれていることは確認できた。ただし，そもそも頻繁に外出する習慣のある人
が参加している可能性があることにも留意すべきであり，その解明にはふれあいの家に参加してい
ない一般の高齢者との比較対照が有効となろう。
　ふれあいの家はまた，地域組織の重層化をもたらした可能性があることを示した。自治会・町内
会や老人クラブなどの既存の組織も当然ながら高齢者の生活の質の向上に貢献していると考えられ
るが，それだけでは応えきれない住民ニーズに対応する装置として，ふれあいの家は新たな受け皿
としての役割を果たしていた可能性がある。そしてこの事業は，一部の個人による熱意だけで実現
した訳でないことも強調しておきたい。継続的に活動するボランティアの存在抜きにふれあいの家
事業は成しえなかったが，参加者が毎週参加できること，ボランティアが当番制であること等を両
立させた点に，長期的な事業運営を続ける強みがあったと考えられる。
　最後に，介護予防事業として居場所づくり事業が実施されている以上，その健康への効果はいず
れ問われることになろう。筆者らは引き続き網走市で調査を行う計画であり，その結果をもとに参
加継続が生活習慣や日常生活機能，健康などに及ぼす影響を分析することが今後の課題だといえる。
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